








































































　　nt s  ＝ nt ＋ nt s (1)　　
　ただし、nt s ＝ Nt 
s/Kt は労働供給・資本比率、nt＝ Nt /Kt は資本単位当たり民







　企業からの実質賃金をωt＝Wt / Pt 、政府からの実質賃金ωt 
g＝Wt 
g




g ＝αωt  ，　α＞０	 (2)　　
　ただし、 Wt ＝企業からの名目賃金、 Wt 
g










　　yt ＝ ct ＋It /Kt＋gt　　
　　ct ＝β(1－τ)ωt  n t  ,   g t ＝ ωt 
gn t 




   ＝ I t  /K t
   ＝ i 0 ＋ i 1 yt －i 2 (rt－πte)  ; i 0 , i 1 , i 2 ,＞0
　　Mt ＝μ(rt ) Ht； μr＞0       
　　mt ＝ yt L (rt ) ； Lr＜0 ， 　　
　　Pt ＝ z (Wt Nt /Yt ) ＝  zWt /at ； z＞0      　　
　　πt ＝ε( et－e-) ＋πt e；ε＞0 　	 	 	 	 　　　　
　　π・ t e ＝γ(π
-－πt e ) ;γ＞0 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ただし、不等号で示されている関数の下の添え字は、関数を微分した変数を
表す。また、変数の上にある‘  ・  ’は、時間で微分したことを意味する。
　以下では記号の意味を列挙しておく。Yt  ＝ 実質GDP、 Kt
   ＝ 実質資本ストッ
ク、  yt ＝Yt / Kt
 ＝ GDP・資本比率、 K
・
t ＝ I t 
 ＝実質投資支出（実質資本蓄積）、 
Gt 
 ＝実質政府支出、  g t ＝Gt / Kt
 ＝政府支出・資本比率、 τ＝限界税率（一定， 




（一定）、 πt e＝期待インフレ率、 ρt＝rt－πte＝期待実質利子率、 Bt
 ＝名目公債ス
トック、bt＝Bt /(Pt Kt) 
 ＝公債・資本比率、 Mt
 ＝名目貨幣供給、 mt ＝Mt /(Pt Kt) 
 
＝貨幣供給・資本比率、 Ht
 ＝名目マネタリーベース、 ht ＝Ht /(Pt Kt) ＝マネタ
リーベース・資本比率、 et ＝Nt /Nts ＝民間雇用率＝１－保障がないときの失業
率（0 ＜－ e, ＜－ 1 ）、 e- ＝自然民間雇用率（ 0＜e-＜1） αt＝Yt /Nt＝平均労働生産性、


































　（12）式の意味するところＩＳ関係においてδは乗数、  i 0－i 2 (rt－πte)＋αxt 
２ 本モデルとは別に「混合型」のインフレ期待形成仮説がある。モデルの複雑性を








      （13）　　
     （14）　　
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     （22）　　
　特性方程式（22）の根はそれぞれ s1 , s2 , s3 と定義する。ヤコビ行列（21）を使っ
て、（22）式の各係数は次のようになる。
     （23）　　






















　π－ ＋v＜(π－ ＋v )hであれば、安定条件（26）のうちのa１＞０と a１a２－a３＞0
を満たす。また、π－ ＋v＞(π－ ＋v )l であれば、安定条件（26）のうちの a３＞０
を満たす。故に、(π－ ＋v )l ＜π
－ ＋v＜(π－ ＋v )hであれば、３次元の動学方程式シ
ステムにおいて均衡点は小域的に安定する。反対に、 (π－ ＋v )l ＞－π
－ ＋v、もしく





































































　本論の労働市場制度は、Asada et al. (2011) のような家計の連帯的貢献によ
る雇用創出に頼るだけでなく、マネタリーベースを使って部分的に支えられて
います。この考え方は、基本所得（basic income）や最後の雇い手（employer 
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